
２０１９年度白井工業団地 実態調査 
 

・調査概要 

 
１ 調査の目的 

本調査は、白井工業団地実態調査と称し、白井工業団地及び周辺区域に立地する企業

（事業所）の業種、従業員数、経営課題、経営方針、市営水道の利用意向、市の産業振興

策への期待などについて、調査を行い、白井市第２次まち・ひと・しごと創生総合戦略

の施策の立案や今後の市のまちづくりに活かすことを目的とする。 

 

２ 調査対象 

（１）調査対象区域 

白井工業団地区域（工業専用区域 約１９３ha）内及びその周辺区域 

周辺区域については、工業専用区域外周部から概ね３００メートルの範囲を目安と 

する。 

（２）対象事業所 

対象事業所は、次に規定する事業所とする。 

① 工業専用区域内に立地する全事業所 

② 工業専用区域の周辺区域に立地する工業関係の事業所 

なお、区域外であっても調査の趣旨から必要と認められる場合は、適宜調査対象に 

加えるものとする。 

（３）調査の設計 

① 調査時点 ２０１９年４月１日現在 

② 調査方法 市から（一社）白井工業団地協議会に委託。各事業所へ郵送でア 

ンケート用紙を配布し、返信または直接回収 

③ 調査期間 ２０１９年７月～２０１９年１１月 

 

３ 調査の結果 

（１）調査対象件数 ４１０件 

 当初、当該区域に法人登録のある事業所４４０社のほか、法人登録 

はないが（一社）白井工業団地協議会の会員となっている事業所３８ 

社を加えた合計４７８社としたが、調査の過程において、６８件（宛 

先不明６０件、重複８件）を対象外とした。 

（２）回 収 件 数 ２９７件（回収率７２．４％） 

 

４ 備考 

（１）比率は、全て百分率（％）で表し、小数点以下第２位を四捨五入して算出している。 

このため、比率の合計が１００％に満たない、あるいは超える場合がある。 

（２）事業内容が２つ以上にまたがる業種に該当する場合は、主たる事業の業種で表示し 

ている。 

（３）業種分類は、日本標準産業別分類・工業統計分類に基づき分類している。 

（４）前回の調査と比較するため、２０１５年度の調査結果を併記している。なお、調査 

項目の削除、新設したもの及び回答方法が違うものについては、比較できないた 

め、併記していない。 

（５）調査項目によっては、会社都合により無回答としている事業所がある。 
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